
事業名
（箇所名）

複合一貫輸送ターミナル整備事業
（函館港北ふ頭地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 北海道函館市

該当基準 社会情勢の変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深6.5m）（耐震）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・既存の北ふ頭地区のフェリーの荷役については、不安定な縦付け係留を余儀なくされており、また船体動揺を抑えるためのアンカーチェーンの出
し入れ作業に時間を要している。
・既存の北ふ頭地区では、貨物の増加によってフェリーが満載となり、積み残しが発生している状況である。
・大規模地震時において、海上からの緊急物資輸送の確保することによって、地域の生活や産業活動の維持を図る必要がある。

＜達成すべき目標＞
複合一貫輸送ターミナルを整備することにより、船舶の大型化への対応や物流の効率化を図り、合わせて岸壁の耐震強化により大規模地震時の
海上からの緊急物資輸送を確保する。
①貨物輸送の効率化
②船舶大型化への対応
③震災時における緊急物資輸送機能の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成23年度 完了 平成27年度

総事業費（億
円）

50 残事業費（億円） 15

6.8

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成20年代後半予測取扱貨物量：7,343千トン／年）
移動コストの削減
（平成20年代後半予測利用旅客数：54千人／年）
震災時における輸送コストの削減
（想定被災人口：97千人）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

77 C:総費用(億円) 48 全体B/C 1.6 B-C 29
EIRR
（％）

5.5

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.4～1.8　　　　　　　　　　　 5.0～6.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.6～1.6 　　　　　　　　　　   5.0～6.1
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.6～1.6 　　　　　　　　　　　5.5～5.5

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、縦付け係留などの非効率な輸送の解消とともに、船舶の大型化による貨物輸送の効率化が図られる。また、大規
模地震時における海上からの効率的な緊急物資輸送を確保することができる。

＜貨幣換算が困難な効果＞
・運航の安定性確保
・港内の安全性向上
・利用者の環境改善
・地域の安全・安心確保
・排出ガスの減少

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

77 C:総費用(億円) 14 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

現地詳細調査の結果、地盤条件が異なったことから構造形式の見直しが生じた。

主な事業の
進捗状況

総事業費50億円、既投資額35億円
平成25年度末現在　事業進捗率69%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成27年度の完了を予定している。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

1



岸壁(-6.5m)（耐震）

2



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

ケーソン中詰材に鉄鋼スラグを使用することによる建設コストの縮減

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費61億円、既投資額39億円
平成25年度末現在　事業進捗率64%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成29年度の完了を予定している。

1.9

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.2～1.4　　　　　　　　　　　 1.7～2.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.3～1.4 　　　　　　　　　　   1.8～2.1
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.3～1.3 　　　　　　　　　　　1.9～1.9

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①小型船の準備・陸揚時の滞船の解消により、時間コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・国際貢献と水産・海洋研究の牽引
・船舶乗組員等の利便性向上
・港内安全性の向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

37 C:総費用(億円) 19 継続B/C

5.3

便益の主な
根拠

滞船コストの削減
（平成20年代後半予測　調査船利用隻数6隻、小型船利用隻数：62隻/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

81 C:総費用(億円) 62 全体B/C 1.3 B-C 19
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・係留施設の慢性的な不足により、小型船の滞船が発生し、円滑な港湾利用に支障が生じている。
・「国際水産・海洋総合研究センター」が計画され、調査船の係留、施設等の港湾機能と一体となった水産・海洋研究ゾーンの形成が求められてい
る。

＜達成すべき目標＞
船溜まりを整備することにより、船舶係留需要に対応することで、業務効率化を図るとともに、港湾機能と一体となった水産・海洋研究ゾーンの形成
を図る。
①混雑解消等による作業の効率化
②岸壁利用の再編による作業の効率化

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成18年度 完了 平成29年度

総事業費（億
円）

61 残事業費（億円） 22

実施箇所 北海道函館市

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深6.5m)(改良)、岸壁(水深5.5m)(改良)

事業名
（箇所名）

船だまり整備事業（改良）
（函館港弁天地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄

3



岸壁（-5.0m）（改良）

岸壁（-6.5m）（改良）

弁天地区西ふ頭地区

4



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

自走式破砕機を使用して撤去した構造物を破砕して現場内流用することで、建設コストの縮減を図っている。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費36億円、既投資額35億円
平成25年度末現在　事業進捗率98%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成26年度の完了を予定している。

1.7

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.3～1.6　　　　　　　　　　　 1.5～1.8
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　   1.5～1.9
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　　1.7～1.7

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②周辺道路交通の分散・円滑化により、交通混雑緩和の改善が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・安全性・快適性の向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

6 C:総費用(億円) 3 継続B/C

5.9

便益の主な
根拠

輸送・移動コストの削減
（平成24年予測交通量：5,135台/日)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

62 C:総費用(億円) 43 全体B/C 1.4 B-C 19
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・供用開始後30年以上経過しており、老朽化が著しく、施設倒壊の危険性が非常に高まっている。

＜達成すべき目標＞
臨港道路を改良することにより、港湾関連交通や一般交通の安全性確保と円滑化を図る。
①貨物車両・一般車両や人命の安全性の確保
②輸送・移動の効率化

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成14年度 完了 平成26年度

総事業費（億
円）

36 残事業費（億円） 1

実施箇所 北海道室蘭市

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

道路（改良）

事業名
（箇所名）

道路整備事業
（室蘭港崎守地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄

5



一般国道37号

道路（改良）

6



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

岸壁の改良工事により発生したコンクリート塊を路盤材料として流用することにより、建設コストの削減を図っている。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費137億円、既投資額114億円
平成25年度末現在　事業進捗率83%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年度の完了を予定している。

3.3

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.3～1.6　　　　　　　　　　　 3.0～3.7
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.5～1.5 　　　　　　　　　　   3.0～3.7
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.5～1.5 　　　　　　　　　　　3.3～3.4

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①本港において貨物の取扱いが可能となり、輸送コストの削減が図られる。
②大規模地震時において物流機能が確保され、輸送コストの削減が図られる。
③大規模地震時において施設の損壊を免れることができ、復旧のための追加的な支出を回避できる。
④大型クルーズ船の入港が可能となり、非効率な入港に要するコストの削減が図られる。
⑤港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・離島地域の安全・安心の確保と産業活動の維持
・離島地域の活性化
・航行・係留船舶の安全性向上
・フェリー旅客の利便性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

66 C:総費用(億円) 20 継続B/C

5.0

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
(平成30年代前半予測取扱貨物量：130千トン/年)
震災時における輸送コストの削減
(想定被災人口：6千人)
クルーズ船入港不可によるコスト増大回避
(平成30年代前半予測利用クルーズ船隻数：8隻/年)
海難の減少（避泊可能隻数：1隻）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

334 C:総費用(億円) 225 全体B/C 1.5 B-C 109
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・大規模地震時において、海上からの緊急物資輸送を確保することによって、離島地域の生活や産業活動の維持を図る必要がある。
・係留施設の老朽化が著しく、早急な対応が求められている。
・係留施設の水深不足により、非効率な入港形態を強いられており、大型クルーズ船の寄港需要への対応が求められている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
国内物流ターミナルの整備により、平常時における物流コストの削減や大型クルーズ船の寄港需要への対応を図り、合わせて岸壁の耐震強化に
より、大規模地震時の海上からの緊急物資輸送を確保する。
①貨物輸送・旅客移動の効率化
②震災時における緊急物資等の輸送の確保
③避泊水域の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成30年度

総事業費（億
円）

137 残事業費（億円） 23

実施箇所 北海道利尻郡利尻町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深7.5m)(耐震)、泊地(水深7.5m)、港湾施設用地(北)、道路(南)、岸壁(水深5m)(第3)(改良)、岸壁(水深4.5m)(第2)(改良)、物揚場(水深
3.5m)(第1)(改良)、岸壁(水深4.5m)(日出)(改良)、岸壁(水深5m)(日出)(改良)、岸壁(水深6m)(改良)、防波堤(西)(改良)、防波堤（島）

事業名
（箇所名）

国内物流ターミナル整備事業
（沓形港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄

7



沓形港

防波堤(島)

岸壁(-6.0m)(改良)

泊地(-7.5m)

岸壁(-7.5m)(耐震)

防波堤(西)(改良)
港湾施設用地(北)

岸壁(-4.5m)(第2)(改良)
岸壁(-5.0m)(第3)(改良)

防波堤(西)(改良)
道路(南)

岸壁(-5.0m)(日出)(改良)

岸壁(-4.5m)(日出)(改良)

物揚場(-3.5m)(第1)(改良)

8



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費224億円、既投資額173億円
平成25年度末現在　事業進捗率77%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成41年度の完了を予定している。

1.6

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 2.0～2.1　　　　　　　　　　　 1.4～1.8
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 2.0～2.1 　　　　　　　　　　   1.5～1.8
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.9～2.2 　　　　　　　　　　　 1.4～1.7

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①天塩港での貨物の取扱いが可能となり、輸送コストの削減が図られる。
②漂砂による泊地埋没を回避することが可能となり、維持浚渫に要するコストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業の進出等による生産拡大、雇用創出
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

57 C:総費用(億円) 35 継続B/C

17.8

便益の主な
根拠

陸上輸送コストの削減（平成40年代前半予測取扱貨物量：52万トン/年）
航路・泊地の維持浚渫費の削減（埋没低減量：0.35m/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

856 C:総費用(億円) 415 全体B/C 2.1 B-C 441
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・供用開始後40年以上経過しており、老朽化が著しく、施設倒壊の危険性が高まっている。
・漂砂の侵入による港内の埋没が発生。

＜達成すべき目標＞
・国内物流ターミナルの整備により、背後企業の貨物需要に対応した係留施設を確保し、物流コストの削減を図る。
①岸壁整備による貨物輸送の効率化
②漂砂による泊地埋没の回避

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 昭和63年度 完了 平成41年度

総事業費（億
円）

224 残事業費（億円） 51

実施箇所 北海道天塩郡天塩町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤(西外)、防砂堤(南)、防砂堤、防砂堤（西）、岸壁(水深6m)、岸壁(水深5.5m)、岸壁(水深5m)、泊地(水深6m)、泊地(水深5.5m)、泊地(水深
5m)、道路、港湾施設用地

事業名
（箇所名）

国内物流ターミナル整備事業
（天塩港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄

9



防波堤(西外)
防砂堤(西)

防砂堤
岸壁（-6.0m）

防波堤（南） 泊地（-5.0m）

泊地（-6.0m）

港湾施設用地

岸壁（-5.0m）

泊地（-5.5m）

岸壁（-5.5m）

道 路

10



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

港内の他施設から発生した土砂を港湾施設用地（新川）に有効活用することによる整備コストの縮減

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費179億円、既投資額148億円
平成25年度末現在　事業進捗率82%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成32年度の完了を予定している。

2.8

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.3～1.5　　　　　　　　　　　 2.6～3.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　   2.6～3.2
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.3～1.4 　　　　 　　　　　　　2.8～2.9

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①小型船の準備・陸揚時の滞船や休憩時の多そう係留の解消により、時間コストの削減が図られる。
②小型船の効率的な上下架作業が可能となり、作業コストの削減が図られる。
③自家作業場から本港への移動距離が短縮されるとともに、港内用地での漁網の洗浄・修理作業が可能となり、作業コスト等の削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・水産振興への寄与
・水産物の品質向上
・船舶の航行や荷役の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

76 C:総費用(億円) 27 継続B/C

5.3

便益の主な
根拠

滞船・多そう係留コストの削減
（平成30年代前半予測利用小型船隻数：127隻/年）
作業コストの削減
（平成30年代前半予測利用小型船隻数：94隻/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

362 C:総費用(億円) 264 全体B/C 1.4 B-C 99
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・施設の不足による非効率な水産活動を余儀なくされている。

＜達成すべき目標＞
小型船だまりを整備することにより、小型船の混雑解消等による効率化を図る。
①混雑解消等による作業の効率化

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成32年度

総事業費（億
円）

179 残事業費（億円） 31

実施箇所 北海道茅部郡森町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤(東)、防波堤(南)、護岸(防波)(東)、護岸(防波)(南)、物揚場(東水深3.5m)、船揚場(東)、泊地(東水深3.5m)、港湾施設用地(東)、道路(東)、防
波堤(新川)、防波堤(新川中)、護岸(防波)(新川)、護岸(防波)(新川西)、物揚場(新川水深3.5m)、泊地(新川水深3.5m)、港湾施設用地(新川)、道路
(新川)、護岸(防波)(新川東)、防波堤(西)、防波堤（西）（改良）、物揚場(水深3.5m)、物揚場(西水深2.5m)、港湾施設用地(西)、護岸(防波)(西)(改良)

事業名
（箇所名）

小型船だまり整備事業
（森港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄
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護岸(防波)(新川西)

護岸(防波)(新川)

防波堤(新川中)
物揚場(西-2.5m)
港湾施設用地(西)

防波堤(新川)
防波堤(東)

防波堤(南)

護岸防波(東)

船揚場(東)

防波堤(西)

泊地(新川-3.5m)

護岸(防波)(西)(改良)

物揚場(新川-3.5m)

泊地(東-3.5m)

物揚場(東-3.5m)

港湾施設用地(新川)

港湾施設用地(東)

護岸防波(南)

道路(東)

物揚場(-3.5m)

道路(新川)

護岸(防波)(新川東)

12



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費100億円、既投資額78億円
平成25年度末現在　事業進捗率78%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成40年度の完了を予定している。

3.0

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.1～1.3　　　　　　　　　　　 2.7～3.3
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.2～1.2 　　　　　　　　　　   2.8～3.4
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.1～1.3 　　　　　　　　　　　 2.9～3.2

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①江差港での貨物の取扱いが可能となり、輸送コストの削減が図られる。
②港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。
③小型船の準備・陸揚時の滞船や休憩時の多そう係留の解消により、時間コストの削減が図られる。
④物揚場の低天端化により、小型船の陸揚時における作業員や作業時間が減少し、作業コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・地域の活性化
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

48 C:総費用(億円) 16 継続B/C

4.5

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成40年代前半予測取扱貨物量：19千トン/年）
海難の減少
（避泊可能隻数：1隻）
滞船・多そう係留コストの削減
（平成40年代前半予測利用小型船隻数：69隻/年）
作業コストの削減
（平成40年代前半予測利用小型船隻数：20隻/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

184 C:総費用(億円) 153 全体B/C 1.2 B-C 31
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・観光・人流ゾーンに隣接する岸壁での荷役時における粉塵・騒音・振動などが課題となっている。
・供用開始後40年以上経過しており、老朽化が著しく、施設倒壊の危険性が非常に高まっている。
・施設の不足により貨物船と小型船が輻輳し、非効率な水産活動を余儀なくされている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
国内物流ターミナルを整備することにより、輸送効率化や貨物船と小型船の輻輳の回避を図るとともに、本港沖合を航行する貨物船の避難に必要
な避泊水域の確保を図る。
①貨物輸送の効率化
②混雑解消等による作業の効率化
③避泊水域の確保

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成40年度

総事業費（億
円）

100 残事業費（億円） 23

実施箇所 北海道檜山郡江差町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤(北)、岸壁(水深5.5m)(北)、泊地(水深5.5m)、護岸(防波)(北)、港湾施設用地(北)、道路(北)、波除堤、船揚場(北)(改良)、防波堤(東)(改良)、
物揚場(水深3.5m)(改良)、波除堤(東内)、物揚場(水深3.5m)、港湾施設用地(護岸)、岸壁(水深4.5m)、物揚場(水深3.5m)(南)(改良)、港湾施設用地、
道路(南)(改良)

事業名
（箇所名）

国内物流ターミナル整備事業
（江差港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄
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防波堤（北）

波除堤(東内)

岸壁(-5.5m)(北) 泊地(-5.5m)(北)

港湾施設用地(北)防波堤(東)(改良)港湾施設用地(護岸)

物揚場(-3.5m)

波除堤(東内)

岸壁(-4.5m)

波除堤

船揚場(北)(改良)道路(南)(改良)

道路(北)物揚場( 3 5 )(南)(改良)

物揚場(-3.5m)(改良)

護岸(防波)(北)

道路(北)港湾施設用地物揚場(-3.5m)(南)(改良)

14



その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費320億円、既投資額274億円
平成25年度末現在　事業進捗率86%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成39年度の完了を予定している。

1.3

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.2～1.3　　　　　　　　　　　 1.2～1.4
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.2～1.2 　　　　　　　　　　   1.2～1.4
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.2～1.2 　　　　　　　　　　　 1.2～1.3

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①瀬棚港での貨物の取扱いが可能となり、輸送コストの削減が図られる。
②内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。
③漂砂による泊地埋没を回避することが可能となり、維持浚渫に要するコストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・地域の活性化
・水産振興への寄与
・洋上風力発電施設の設置水域確保
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

44 C:総費用(億円) 34 継続B/C

5.3

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成40年代予測取扱貨物量：258千トン/年）
海難の減少
（避泊可能隻数：1隻）
泊地の維持浚渫費の削減
（埋没低減量：5,530m3/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

686 C:総費用(億円) 565 全体B/C 1.2 B-C 121
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・係留施設や水深の不足により、非効率な輸送形態を強いられている。
・民家や漁業対応施設に近接する岸壁での鉱産品の荷役作業による粉塵の発生等が課題となっている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
国内物流ターミナルを整備することにより、背後企業の貨物需要に対応することで、輸送効率化を図るとともに、本港沖合を航行する貨物船の避難
に必要な避泊水域の確保を図る。
①貨物輸送の効率化
②フェリー就航率の向上
③避泊水域の確保
④漂砂による泊地埋没の回避

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 昭和63年度 完了 平成39年度

総事業費（億
円）

320 残事業費（億円） 46

実施箇所 北海道久遠郡せたな町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤(島)、防波堤(東外)、泊地(水深7.5m)、岸壁(水深7.5m)、防砂堤(南)、防砂堤、道路、港湾施設用地

事業名
（箇所名）

国内物流ターミナル整備事業
（瀬棚港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄
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防波堤（島）

防波堤（東外）

防波堤（島）

防波堤（東外）

防砂堤（南）

泊地（-7.5m）
防波堤（東外）

防砂堤（南） 防砂堤

岸壁(-7.5m)

港湾施設用地

道路
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

浚渫土砂及び鉄鋼スラグをケーソンノ中詰材に使用することによる建設コストの縮減

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費447億円、既投資額415億円
平成25年度末現在　事業進捗率93%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成32年度の完了を予定している。

1.8

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.4～1.7　　　　　　　　　　　 1.6～2.0
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.5～1.5 　　　　　　　　　　   1.6～2.0
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.5～1.5 　　　　　　　　　　　 1.8～1.8

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②岸壁から背後の油貯蔵タンクまでの直接配送が可能となり、荷役作業の効率化が図られる。
③港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・航行・係留船舶の安全性向上.
・作業環境の改善
・食料品の品質向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

47 C:総費用(億円) 26 継続B/C

6.1

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成30年代前半予測取扱貨物量：2,077千トン/年）
海難の減少
（避泊可能隻数：2隻)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

1,018 C:総費用(億円) 660 全体B/C 1.5 B-C 357
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・背後企業で使用される原材料や製品等のバルク貨物を取扱う係留施設の水深や延長及び用地の不足により、非効率な輸送形態を強いられてい
る。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
国内物流ターミナルを整備することにより、船舶の大型化と係留施設延長の不足の解消に対応することで輸送効率化を図るとともに、本港沖合を
航行する貨物船の避難に必要な避泊水域の確保を図る。
①貨物輸送の効率化
②避泊水域の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成32年度

総事業費（億
円）

447 残事業費（億円） 32

実施箇所 北海道白老郡白老町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深11m)、岸壁(水深7.5m)、岸壁(水深5.5m)、泊地(水深11m)、泊地(水深7.5m)、泊地(水深5.5m)、防波堤(島)、防波堤(西外)、防波堤(外)、護
岸(防波)、港湾施設用地、道路

事業名
（箇所名）

国内物流ターミナル整備事業
（白老港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄
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防波堤(島)

防波堤( 外)

第3商港区

第2商港区

防波堤(西外)

港湾施設用地
泊地(-11 0m)

泊地(-7.5m)

岸壁(-7.5m)

防波堤(外)

護岸(防波)

泊地( 11.0m)

泊地(-5.5m)

岸壁(-5.5m)

その他用地
岸壁(-11.0m)

港湾施設用地

護岸(防波)

その他用地

道路
道路
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

係留施設の整備において、仮設足場工を今後施工する構造物の裏込め材として流用することで材料費を削減しコスト縮減を図っている。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果があると判断されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費83億円、既投資額57億円
平成25年度末現在　事業進捗率69%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成34年度の完了を予定している。

3.7

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 2.3～2.8　　　　　　　　　　　 3.3～4.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 2.5～2.6 　　　　　　　　　　   3.4～4.1
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 2.4～2.6 　　　　　　　　　　　 3.6～3.8

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①小型船の準備・陸揚時の滞船や休憩時の多そう係留の解消により、時間コストの削減が図られる。
②物揚場の低天端化により、小型船の陸揚時における作業コストの削減が図られる。
③本港を利用する作業船の係留場所の確保により、貨物船が入港する際に生じる待避コストの削減が図られる。
④港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・地域の安全・安心の確保
・地域の活性化
・就労環境の改善

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

77 C:総費用(億円) 21 継続B/C

7.3

便益の主な
根拠

滞船・多そう係留コストの削減
（平成30年代前半予測利用漁船隻数：63隻/年）
船舶の待避コストの削減
（平成30年代前半予測利用作業船隻数：11隻/年）
海難の減少
（避泊可能隻数：1隻)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

249 C:総費用(億円) 98 全体B/C 2.5 B-C 151
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・施設の不足による非効率な水産活動を余儀なくされている。
・供用開始後40年以上経過しており、老朽化が著しく、施設倒壊の危険性が非常に高まっている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。
・奥尻地区の市街地全体が重要警戒区域であり、災害時に地域住民が避難する空間の確保が求められている。

＜達成すべき目標＞
物揚場や防波堤を整備することにより、小型船の混雑の解消による効率化と本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域の確保を図るととも
に、防災緑地の整備により災害時の防災拠点の形成を図る。
①混雑解消による作業の効率化
②避泊水域の確保
③防災拠点空間の確保

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成13年度 完了 平成34年度

総事業費（億
円）

83 残事業費（億円） 26

実施箇所 北海道奥尻郡奥尻町

該当基準 再評価後3年が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤(北島)、防波堤(北外)、護岸(防波)(北)、物揚場(水深3.5m)(北)、物揚場(水深2.5m)(北)、船揚場(北外)、港湾施設用地(北)、道路(北)、物揚場
(水深2.5m)(南)、物揚場(水深4m)(改良)、港湾施設用地(南)、防波護岸(南)(改良)、道路(南)、道路(南)(改良)、防波堤東(改良)、防波堤南(改良)、緑
地(南)

事業名
（箇所名）

地域生活基盤整備事業
（奥尻港本港地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北海道開発局
担当課長名 菊地　身智雄
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防波堤（北島）

防波堤（北外）
護岸(防波)(北)

防波堤（北外）
護岸(防波)( )

物揚場(-2.5m)(北)

船揚場（北外）

物揚場(-3.5m)(北)

物揚場（-4.0m）(改良)

防波堤(東)(改良)
防波堤(南)(改良)

物揚場( 2 5m)(南)
道路（北）港湾施設用地（北）

道路(南)(改良)

物揚場(-2.5m)(南)

道路(南)

緑地 港湾施設用地(南)

護岸(防波)(南)(改良)

20



21



仙台塩釜港 仙台港区中野地区国際物流ターミナル整備事業

付帯施設
(栄船溜まり)

栄地区

仙台塩釜港
（仙台港区）

埠頭用地
6.0ha

(栄船溜まり)
(防波堤L=320m)

(岸壁(-5m)L=355m)

(臨港道路L=1,260m)
中野地区

岸壁( 14 )

泊地(-14m)
1.7ha

岸壁(-14m)
L=280m

航路・泊地(-14m)
4.5ha

【凡例】【凡例】
整備済み ：
整備中 ：
未整備 ：
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仙台塩釜港 石巻港区雲雀野地区国際物流ターミナル整備事業

岸壁(-11m)

300m

航路・泊地
68.8ha

釜地区

埠頭用地
26 1ha

臨港道路
1,130m

岸壁(-10m)

170m 仙台塩釜港
26.1ha170m

（石巻港区）

岸壁(-13m)

520m
岸壁(-12m)

240m

整備中100

未310m
防波堤(西)

航路・泊地
56.2ha

雲雀野地区
整備中40m

整備中100m
済600m

【凡例】

防波堤(南)

済1,840m

整備中90m

【凡例】
整備済み ：
整備中 ：
未整備 ：

事業評価採択延長2,280m

港湾計画上の防波堤延長
2,530m

防波堤(南)

24
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宮古港 竜神崎地区地区防波堤整備事業

竜神崎防波堤
L=400m

竜神崎地区

宮古港

整備中 400m

護岸(防波)
L 100 整備中

防波堤
L=80m

藤原・神林地区

物揚場(-4m)
L=160m

整備中 160m

L=100m 整備中 100m
整備中
80m

ふ頭用地 1.4ha

緑地 1.2ha
道路

L=320m

出崎地区

26
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久慈港 湾口地区防波堤整備事業 及び
久慈港海岸直轄海岸保全施設整備事業

久慈港久慈港

湾口防波堤(北)
湾口防波堤(南)

28
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秋田港 飯島複合一貫輸送ターミナル（耐震）整備事業

秋田港

防波堤(新北)

泊地(-11m)

岸壁( 11 )(耐震)岸壁(-11m)(耐震)

30



＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針(原案)のとおり「事業継続」でよいと判断。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費498億円、既投資額489億円
平成25年度末現在　事業進捗率98%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

1.2

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　1.1～1.4　　　　　　　　　　   1.1～1.4
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.3～1.3 　　　　　　　　　　  1.1～1.4
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.3～1.3 　　　　　　　　　　  1.2～1.2

事業の効果
等

該当事業を実施することにより、港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
既存道路の混雑緩和による、交通事故および交通渋滞の減少が図られる。

<貨幣換算が困難な効果等による評価>
・観光魅力度の向上
・地域住民の利便性向上
・既存道路の混雑緩和
・排出ガスの減少
・防災拠点施設への連絡、避難通路

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

10 C:総費用(億円) 8 継続B/C

5.2

便益の主な
根拠

輸送コスト削減､交通事故減少
(平成25年予測交通量:6,600台/日)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

775 C:総費用(億円) 612 全体B/C 1.3 B-C 162
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
港口部が東西に分断されており、港湾関連車両のスムーズな輸送経路が確保されていない。
　
＜達成すべき目標＞
本事業を整備することにより、伏木富山港新湊地区から富山県東部方面などへの臨港交通機能が強化され、地域住民の利便性の向上と東西埋
立地の一体的開発の促進、港湾関連車両の走行時間、走行距離の短縮、既存道路の混雑緩和や輸送距離短縮に伴うCO2排出量の削減、新湊
地区に立地する海洋レクリエーション施設へのアクセス向上、環日本海交流のランドマークとしての観光資源としての機能効果が図られる。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成9年度 完了 平成28年度

総事業費（億
円）

498 残事業費（億円） 9

実施箇所 富山県射水市

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

臨港道路

事業名
（箇所名）

臨港道路整備事業
(伏木富山港　新湊地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北陸地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

43



朝日町

入善町

黒部市

魚津市滑川市

上市町

立山町

富山市

高岡市

氷見市

小矢部市

砺波市

南砺市

射水市

氷見IC

能
越
自
動
車
道

福岡IC

小矢部東IC

小矢部IC

福光IC

五箇山IC

東
海
北
陸
自
動
車
道

氷見北IC

灘浦IC(仮称)

富山西IC

富山IC

立山IC

滑川IC

魚津IC

黒部IC

入善スマートIC

朝日IC

北陸自動車道

160

8

8

156

304

41

415

472359

471

156

高岡北IC

高岡IC

小杉IC

砺波IC

小矢部･砺波JC

舟橋村

小
矢
部
川庄
川

神
通
川

常
願
寺
川

早
月
川

片
貝
川

黒
部
川

伏木富山港

凡例

高速道路

一般国道

伏木富山港新湊地区 臨港道路整備事業 道路（東西線）
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事業名
（箇所名）

国際物流ターミナル整備事業
(七尾港　大田地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

北陸地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 石川県七尾市

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深13m)､航路(水深13m)､泊地(水深13m)、ふ頭用地

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
既存施設の水深不足により、非効率な輸送形態を強いられている。
　
＜達成すべき目標＞
本事業を整備することにより、船舶の大型化に対応することで輸送の効率化が図られる。
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成28年度

総事業費（億
円）

179 残事業費（億円） 24

4.3

便益の主な
根拠

輸送コスト削減
(平成43年予測取扱貨物量:21.4万トン/年)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

294 C:総費用(億円) 273 全体B/C 1.1 B-C 21
EIRR
（％）

13.4

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　1.0～1.2　　　　　　　　　　   12.1～14.8
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.1～1.1 　　　　　　　　　　  14.9～12.2
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.1～1.1 　　　　　　　　　　  13.4～13.4

事業の効果
等

該当事業を実施することにより、船舶の大型化に対応し、物流機能の効率化により輸送コストの削減が図られる。また、滞船に要するコストの削減
が図られる。

<貨幣換算が困難な効果等による評価>
・排出ガスの減少
・地域産業の発展
・クルージング機会の増加

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

293 C:総費用(億円) 22 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費179億円、既投資額155億円
平成25年度末現在　事業進捗率86%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針(原案)のとおり「事業継続」でよいと判断。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。
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七尾港 大田地区国際物流ターミナル整備事業
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事業名
（箇所名）

防波堤整備事業
（御前崎港　女岩地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 静岡県御前崎市

該当基準 再評価実施後３年間が経過している事業

主な事業の
諸元

防波堤（東）、防波堤（西）　等

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・静穏度が低く、取扱貨物の増加への対応できず、非効率な輸送形態を強いられている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
防波堤を整備することにより、静穏度向上を図るとともに、本港沖合いを航行する貨物船の避難に必要な避泊水域の確保を図る。
①貨物輸送の効率化
②避泊水域の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 昭和49年度 完了 平成27年度

総事業費（億
円）

432 残事業費（億円） 5

10.3

便益の主な
根拠

・輸送コストの削減
　（平成30年予測取扱貨物量（RORO）：99万ﾄﾝ/年）、（平成30年予測取扱貨物量（完成自動車）：90万ﾄﾝ/年）、（平成30年予測取扱貨物量（その他
一般貨物）：2万ﾄﾝ/年）
・海難減少に伴う損失の回避
　（平成28年度避難可能隻数：3隻）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

4,089 C:総費用(億円) 1,175 全体B/C 3.5 B-C 2,914
EIRR
（％）

2.1

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 3.3～3.6　　　　　　　　　　　　1.9～2.3
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 3.5～3.5 　　　　　　　　　　　 1.9～2.3
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 3.5～3.5　　　　　　　　　　　  2.1～2.1

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①港内の静穏度が向上し、輸送コストの削減が図られる。
②港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。

<貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・貨物の陸上輸送距離の短縮による、ＣＯ2、ＮＯｘ等の排出量削減
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

10 C:総費用(億円) 5 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費432億円、既投資額427億円
平成25年度末現在　事業進捗率99%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合は平成20年代後半の完了を予定している。

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価対応方針(原案)である継続について、了承。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

コスト縮減：防波堤ケーソンの中詰材にリサイクル材を活用することで、コスト縮減を図る。
代　替　案：特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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御前崎港 女岩地区 防波堤整備事業

田子の浦港

相
模
湾

清水港

下田港駿河湾
名古屋港

三河湾

伊勢湾

三河港
衣浦港

御前崎港

遠州灘

伊勢湾
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価対応方針(原案)である継続について、了承。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

コスト縮減：今後も技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努めながら事業を推進していく。
代 替 案  ：特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

事業の投資効果が確認されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費550億円　既投資額436億円
平成25年度末現在　事業進捗率79％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している。

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①100～500GTの船舶16隻の避泊水域を確保することができ、海難事故の減少や効率的な船舶の運航を可能にする。
②東海地震による津波に対して市街地への浸水域（面積、深さ、津波高）を減少させ、資産等の津波被害の減災を可能にする。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

1,635 C:総費用(億円) 92 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 6.9～8.1　　　　　　　　　　  16.1～19.7
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 7.4～7.6 　　　　　　　　　　 16.3～19.9
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 7.5～7.5 　　　　　　　　　　 17.5～17.9

5,943
EIRR
（％）

17.8

7.5 12.3

便益の主な
根拠

・海難減少に伴う避難船損失の削減効果
（平成33年度避泊可能隻数：16隻）
・津波による浸水被害の軽減効果
（東海地震M8.0が発生した場合の浸水軽減面積：28.8ha（平成33年度））

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・荒天時に港内の静穏度が確保されていないことから、十分な避泊水域が確保されていない。
・発生が切迫する東海地震による津波に対し浸水が危惧されている。

＜達成すべき目標＞
①荒天時における避泊水域を確保し、海難事故の減少や効率的な船舶の運航を可能にする。
②東海地震による津波に対して市街地等を防護する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

B:総便益
(億円)

6,857 C:総費用(億円) 914 全体B/C B-C

総事業費（億
円）

550

実施箇所 静岡県下田市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主な事業の
諸元

防波堤

事業期間 事業採択 昭和55年度 完了 平成32年度

残事業費（億円） 114

事業名
（箇所名）

防波堤整備事業
（下田港）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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下田港 防波堤整備事業

田子の浦港
相
模
湾

下田港
清水港

駿河湾
衣浦港

名古屋港

御前崎港三河湾

駿河湾

伊勢湾

三河港
衣浦港

遠州灘

伊勢湾
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岸壁(水深１２m)（耐震）、泊地（水深１２m)、航路・泊地（水深１２ｍ）、西航路（水深１４ｍ）（拡幅）、道路（改良）、道路（進入）Ⅱ、ふ頭用地

事業名
（箇所名）

国際海上コンテナターミナル整備事業
（名古屋港　鍋田ふ頭地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 愛知県名古屋市

該当基準 事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

主な事業の
諸元

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・係留施設と水深の不足により、非効率な輸送形態を強いられている。
・急速に進展する船舶の大型化に対して、航行の制約を強いられている。

＜達成すべき目的＞
①名古屋港の既存施設のコンテナ貨物取扱能力不足(岸壁と背後スペースの不足)に伴う物流効率化の制約を解消し、背後の荷主等事業者の物
流効率化を支援する。
②大規模地震時のコンテナ貨物輸送拠点として、物流機能を維持し地域経済を支える。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成21年度 完了 平成29年度

総事業費（億
円）

250 残事業費（億円） 56

12.3

便益の主な
根拠

・輸送コスト削減
（平成30年予測取扱貨物量：25.9万TEU）
・道路整備による交通円滑化
（平成30年鍋田進入道路交通量：14,800台/日）
・西航路拡幅による船舶航行の効率化（大型化）
（平成30年度航路幅400mを利用する便益対象船舶：17隻/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

498
EIRR
（％）

764 C:総費用(億円) 266 全体B/C 2.9 B-C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 2.6～3.2　　　　　　　　　　　    1.6～2.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 2.8～2.9 　　　　　　　　　　　　 1.7～2.0
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 2.9～2.9 　　　　　　　　　　　   1.8～1.8

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。
③大規模地震時において物流機能が確保され、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・貨物の陸上輸送距離の短縮による、ＣＯ2、ＮＯｘ等の排出量削減

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

92 C:総費用(億円) 50 継続B/C 1.8

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費250億円　既投資額194億円
平成25年度末現在　事業進捗率78%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価対応方針(原案)である継続について、了承。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

コスト縮減：今後も技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努める。
代　替　案：特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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【位置図】

名古屋港 鍋田地区国際海上コンテナターミナル整備事業

その他事業

直轄事業
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価対応方針(原案)である継続について、了承。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

コスト縮減：浚渫土の有効利用（深掘跡修復）により、コスト縮減を図る。
代　替　案：特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費152.4億円、既投資額86.9億円
平成25年度末現在　事業進捗率57%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している。

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・貨物の陸上輸送距離の短縮による、ＣＯ2、ＮＯｘ等の排出量削減

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

165 C:総費用(億円) 50 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.4～1.7　　　　　　　　　　　  3.0～3.6
建 設 費　 （＋10％ ～ －10％）　　 　　　　1.5～1.6 　　　　　　　　　　　 3.0～3.7
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.5～1.6 　　　　　　　　　　　 3.2～3.5

119
EIRR
（％）

3.3

1.6 5.7

便益の主な
根拠

・輸送コスト削減
（平成35年予測取扱貨物量（金属くず）：100千ﾄﾝ/年）、（平成35年予測取扱貨物量（珪砂）：100千ﾄﾝ/年）、（平成35年予測取扱貨物量（木材チッ
プ）：141千ﾄﾝ/年）
・航路拡幅に伴う船舶の大型化
（平成35年度水深-12m岸壁（公共・専用）を利用する船舶：321隻/年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・係留施設と水深の不足により、非効率な輸送形態を強いられている。
・急速に進展する船舶の大型化に対して、航行の制約を強いられている。

＜達成すべき目標＞
国際物流ターミナルを整備することにより、背後企業の貨物需要に対応することで、輸送効率化を図る。
航路を拡幅することにより、船舶の大型化に対応することで、輸送効率化を図る。
①貨物輸送の効率化
②船舶大型化への対応

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

B:総便益
(億円)

330 C:総費用(億円) 211 全体B/C B-C

総事業費（億
円）

152

実施箇所 愛知県知多郡武豊町

該当基準 再評価実施後3年間が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深12m）、航路泊地（水深12m）、埠頭用地　等

事業期間 事業採択 昭和61年度 完了 平成34年度

残事業費（億円） 66

事業名
（箇所名）

国際物流ターミナル整備事業
（衣浦港　武豊北ふ頭地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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衣浦港 武豊北ふ頭地区国際物流ターミナル整備事業

航路・泊地
水深：12ｍ
幅員：400ｍ
面積：54ha

岸壁
水深 12水深：12ｍ
延長：240ｍ

ふ頭用地
面積：2ha

中央航路拡幅
水深：12ｍ
面積：18ha
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＜第三者委員会の意見・反映内容＞
再評価対応方針(原案)である継続について、了承。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

コスト縮減：今後も技術の進展に伴う新工法の採用等によるコスト縮減に努める。
代替案：特になし

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費755億円、既投資額544億円
平成25年度末現在　事業進捗率72%

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合は平成20年代後半の完了を予定している。

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・貨物の陸上輸送距離の短縮により、ＣＯ２ 、ＮＯｘ排出量が削減
・輸送の信頼性向上
・地域の安全・安心の確保と地域生活、産業活動の維持

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

254 C:総費用(億円) 185 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.6～1.8　　　　　　　　　　　　 1.2～1.5
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　   1.7～1.7 　　　　　　　　　　　　1.3～1.5
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　 　1.7～1.7 　　　　　　　　　　　  1.3～1.4

643
EIRR
（％）

1.4

1.7 7.5

便益の主な
根拠

・背後圏への輸送距離短縮による輸送コストの削減
（平成30年予測取扱貨物量：11.1万TEU）
・交通ネットワーク内における交通の輸送コストの削減
（平成30年臨港道路交通量：9,947台/日）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・背後ヤードの不足により、非効率な荷さばきを余儀なくされている。
・既存岸壁の水深不足により、非効率な輸送形態を強いられている。
・港湾へのアクセス性が悪いため、貨物の定時性・安全性が確保できない。
・大規模地震時において、リダンダンシーを確保することによって、地域の生活や産業活動の維持を図る必要がある。

＜達成すべき目標＞
国際海上コンテナターミナルを整備することにより、コンテナ貨物取扱能力不足に対応することで輸送効率化を図るとともに、大規模地震時のリダ
ンダンシーの確保を図る。
①貨物輸送の効率化
②船舶大型化への対応
③震災時におけるリダンダンシーの確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

B:総便益
(億円)

1,553 C:総費用(億円) 909 全体B/C B-C

総事業費（億
円）

755

実施箇所 三重県四日市市

該当基準 再評価実施後3年間が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深14m)、泊地（水深14m)、防波堤、臨港道路、ふ頭用地、荷役機械

事業期間 事業採択 平成13年度 完了 平成29年度

残事業費（億円） 211

事業名
（箇所名）

国際海上コンテナターミナル整備事業
（四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中部地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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四日市港霞ヶ浦北ふ頭地区
国際海上コンテナターミナル整備事業国際海上コンテナタ ミナル整備事業
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再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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再評価について、事業継続を妥当と判断する。
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針（原案）どおり、「事業継続」は妥当

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

ケーソンの中詰材料に高比重のスラグ材を活用すると共に安定上有効な上部斜面堤（暫定）を採用することにより堤体幅が縮小され約16％（約15
億円）のコスト縮減が図られる。

対応方針 継続

対応方針理由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため。

社会経済情勢
等の変化

・平成25年3月、中国横断自動車道姫路鳥取線が全線開通し、関西圏との移動所要時間が短縮され、物流や観光面での活性化が見込まれる。
・平成24年8月、鳥取港に初の外国客船（クラブ・ハーモニー）が入港するなど、クルーズ船の入港が活発化。

主な事業の進
捗状況

総事業費383億円、既投資額376億円
平成25年度末　事業進捗率98%

主な事業の進
捗の見込み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②避難水域を確保することで、海難事故による損失の回避に資することができる。

＜貨幣換算が困難な効果＞
・船舶の入出港の安全性向上
・荷役作業の安全性の向上
・港内施設等の防護
・環境への負荷軽減

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

13 C:総費用(億円) 6 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.3～1.5　　　　　　　　　　　　2.0～2.5
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　　 2.1～2.5
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　　 2.3～2.3

436
EIRR
（％）

2.3

1.4 5.9

便益の主な根
拠

輸送コストの削減（平成28年予測取扱貨物量：51.4万トン／年）
海難事故等による損失の回避

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・年間を通じた荷役作業の効率化・安全性の向上のため港内静穏度の確保が求められている。
・本港沖合を航行する貨物船の避難に必要な水域が不足している。

＜達成すべき目標＞
防波堤を整備することにより、所要の港内静穏度を確保することで、避泊水域の確保とともに輸送効率化を図る。
①貨物輸送の効率化
②避難水域の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化。
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

B:総便益
(億円)

1,537 C:総費用(億円) 1,101 全体B/C B-C

総事業費（億
円）

383

実施箇所 鳥取県鳥取市

該当基準 再評価実施後一定期間（3年間）を経過している事業

主な事業の諸
元

防波堤（第１）、（第２）、（第３）、（第５）、岸壁 (水深10m)、(水深7.5m)、(水深5.0m)、(水深4.5m)、泊地(水深10m)、（水深7.5m） 臨港道路、上屋、荷
役機械、ふ頭用地

事業期間 事業採択 昭和52年度 完了 平成27年度

残事業費（億円） 7

事業名
（箇所名）

防波堤整備事業（鳥取港千代地区）
担当課 港湾局計画課 事業

主体
中国地方整備局

担当課長名 菊地　身智雄
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鳥取港 千代地区 防波堤整備事業

西浜航路

泊地(-7.5m)

泊地
(-7.5m)

泊地(-10m)

千代航路

岸壁(-7.5m) 3ﾊﾞｰｽ

岸壁(-4.5m) 1ﾊﾞｰｽ

岸壁(-10.0m) 1ﾊﾞｰｽ

岸壁(-5.0m) 1ﾊﾞｰｽ

上屋 2棟、荷役機械 1基

防波堤(第５)
110m

ふ頭用地
13.1ha

ふ頭用地
3.3ha

防波堤(第３)撤去
130m

防波堤(第３)
473m

防波堤(第１) 700m 防波堤(第１)(西) ３00m

臨港道路 2.7km

防波堤(第２)
(改良)
410m

防波堤(第２)
470m

重要港湾

赤字 本評価対象港湾
N

鳥
取
港

境
港

三
隅
港

浜田港

鳥取県

島根県
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針（原案）どおり、「事業継続」は妥当

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

ケーソンの中詰材料に高比重のスラグ材を活用すると共に安定上有効な上部斜面堤を採用することにより堤体幅が縮小され約13％（約1.4億円）
のコスト縮減が図られる。

対応方針 継続

対応方針理由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため。

社会経済情勢
等の変化

・平成23年　境港が静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定される。
・平成23年  境港が日本海側拠点港に選定（国際海上コンテナ、外航クルーズ（背後観光地クルーズ）、原木）される。
・境港背後圏の道路ネットワーク整備の進展及び周辺企業の立地、設備投資が活発化。
・外港昭和南地区へ入港する貨物船が大型化していることに加え、大型不定期客船の入港も増加し、岸壁の不足が顕在化。

主な事業の進
捗状況

総事業費458億円、既投資額447億円
平成25年度末　事業進捗率98%

主な事業の進
捗の見込み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

1.9

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　　 1.4～1.5　　　　　　　　　　　　1.7～2.1
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　　 1.7～2.1
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 1.4～1.4 　　　　　　　　　　　 1.9～1.9

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる

＜貨幣換算が困難な効果＞
・他地域での震災時における代替機能の確保
・環境への負荷軽減
・荷役作業の安全性の向上
・港内施設等の防護
・航路航行の安全性の向上

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

24 C:総費用(億円) 13 継続B/C

7.4

便益の主な根
拠

輸送コストの削減
（平成29年予測取扱貨物量：264万トン／年）

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

2,734 C:総費用(億円) 1,926 全体B/C 1.4 B-C 808
EIRR
（％）

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・年間を通じた荷役作業の効率化・安全性の向上のため港内静穏度の確保が求められている。

＜達成すべき目標＞
・防波堤を整備することにより、港内静穏度を確保することで輸送効率化を図る。
①貨物輸送の効率化

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 昭和43年度 完了 平成28年度

総事業費（億
円）

458 残事業費（億円） 11

実施箇所 鳥取県境港市

該当基準 再評価実施後一定期間（3年間）を経過している事業

主な事業の諸
元

防波堤(2)、防波堤(2)-1、防波堤(1)、岸壁(水深13m)、岸壁(水深10m)、岸壁(水深7.5m)、石油ドルフィン(-7.5m)

事業名
（箇所名）

防波堤整備事業（境港外港地区）
担当課 港湾局計画課 事業

主体
中国地方整備局

担当課長名 菊地　身智雄
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境港 外港地区 防波堤整備事業

泊地(-7.5m)

泊地(-10m)

泊地(-13m)

航路(-13m)

岸壁（-7.5m） 岸壁（-10m） 岸壁（-13m）

ふ頭用地

ふ頭内道路

防波堤（1）

防波堤（2）-1
（300m）

防波堤（2）、防波堤(2)改良
（3,850m）

ドルフィン
泊地

石油ドルフィン
(-7.5m)

上屋

荷役機械

事業箇所

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県
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その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針（原案）どおり、「事業継続」は妥当

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

浚渫により発生する土砂の一部について、搬入先を他港の埋立処分場から港内の人工干潟に変更することにより、約2％(約4億円)のコスト削減を
図る予定。

対応方針 継続

対応方針理由 事業の投資効果が確認され、港湾利用者からも早期完成が強く要望されているため。

社会経済情勢
等の変化

・平成19年　建築基準法改正（建築確認の強化）により、新設住宅着工に遅れが発生。
・平成19年　ロシアの原木輸出関税率が引き上げられる。
・平成20年　世界同時不況が発生し、国内の新設住宅着工が一時的に落ち込む。
・平成20年　係船杭(水深12m)(分離堤) を暫定水深10mで供用開始。
・平成22年　住宅エコポイント等の施策もあり、住宅リフォームが増加。
・平成25年　円安傾向により、輸出品の増加が見込まれる。

主な事業の進
捗状況

総事業費198億円、既投資額144億円
平成25年度末現在の事業進捗率73％

主な事業の進
捗の見込み

・係船杭(水深12m)(分離堤) は平成20年5月から暫定水深10mにて供用しており、事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定し
ている。
・泊地(水深10m) は、事業が順調に進んだ場合、平成30年代前半の完了を予定している。

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①大型船舶の入港可能により、海上輸送費用が削減。
②荷役形態の変更により、筏組み・二次輸送費用が削減。
③原木の沖合投下が廃止されることにより、港内海面清掃費用が削減。

＜貨幣換算が困難な効果＞
・背後に立地する木材関連企業の地域産業競争力が向上し、雇用の確保に貢献することが期待される。
・本事業の浚渫土砂を有効活用して干潟を創出することにより、水質・底質の改善に貢献することが期待される。
・原木貨物の海上輸送の効率化により、ＣＯ２排出量の低減が図られる。

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

125 C:総費用(億円) 49 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　 　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　 　1.3 ～ 1.6　　　　　　　　2.3 ～ 2.8
建　設　費 （＋10％ ～ －10％）　　 　　1.5 ～ 1.5 　　　　　　　 2.3 ～ 2.8
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　   　　1.5 ～ 1.5 　　　　　　　 2.4 ～ 2.5

131
EIRR
（％）

2.5

1.5 6.3

便益の主な根
拠

船舶の大型化等による海上輸送コストの削減
（平成31年度予測取扱貨物量： 47.9万トン）

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・木材輸入拠点として背後には木材関連企業が数多く存在し、大型船に対応した施設整備など木材港としての機能強化が強く望まれている。
・大型岸壁がなく、水深不足のため、沖合で原木を投下し、筏での港内二次輸送が生じ輸送コストが割高となっている。
・港内二次輸送時に木皮の流出が生じ、周辺海域環境の改善が求められている。
・航路、泊地部が水深不足のため、非効率な輸送を余儀なくされている。

＜達成すべき目標＞
・船舶の大型化による海上輸送の効率化を図ることにより物流コストを削減するとともに、周辺海域の環境改善を図る。
①船舶大型化による海上輸送費用の削減
②荷役形態変更による筏組み・二次輸送費用の削減
③原木の沖合投下廃止による港内海面清掃費用の削減

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

B:総便益
(億円)

394 C:総費用(億円) 263 全体B/C B-C

総事業費（億
円）

198

実施箇所 広島県福山市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要性が生じた事業

主な事業の諸
元

係船杭(水深12m)(分離堤)、 航路(水深12m)、 泊地(水深12m)、 泊地(水深10m)

事業期間 事業採択 平成6年度 完了 平成30年度

残事業費（億円） 54

事業名
（箇所名）

国際物流ターミナル整備事業
（尾道糸崎港 機織地区）

担当課 港湾局 計画課 事業
主体

中国地方整備局
担当課長名 菊地 身智雄
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尾道糸崎港 機織地区 国際物流ターミナル整備事業

広 島 県

尾道糸崎港

尾道市

三原市 福山市

港湾区域

はたおり

機織地区

向島

松永湾

泊地(-12m)

航路(-12m)

係船杭(-12m)(分離堤)

泊地(分離堤)

泊地(分離堤)

整理場(-2m)

泊地(-10m)
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主な事業の進
捗状況

総事業費305億円、既投資額258億円
平成25年度末　事業進捗率85%

主な事業の進
捗の見込み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針（原案）どおり、「事業継続」は妥当

コスト縮減や
代替案立案等
の可能性

浚渫土砂の揚土方法の見直しや他事業との調整により、安価な作業船の使用が可能となり、コスト縮減が図られる

対応方針 継続

対応方針理由 事業の投資効果が見込まれると判断できるため

社会経済情勢
等の変化

・平成11年度　  徳山地区岸壁（-14m）が完成し、平成13年以降から石炭、非金属鉱物（珪砂）の取扱実績がある
・平成20年8月　徳山下松港が「臨海部産業エリア形成促進港」に指定
・平成23年5月　徳山下松港が「国際バルク戦略港湾（石炭）」に選定
・平成24年4月　徳山地区岸壁（-14m）背後の貯炭場が本格稼働し、石炭の取扱量が増加
・平成29年 　    A社新規石炭火力発電所が稼働開始し、原料の石炭の取扱量が増加する見込み

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

242 C:総費用(億円)

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需 要 量　 （－10％ ～ ＋10％）　　　　 　 　1.8～2.1　　　　　 　　　　 　3.8～4.6
事 業 費　 （＋10％ ～ －10％）　　 　　   　1.9～2.0 　　　　　　 　　　　3.9～4.7
事業期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　 　 　2.0～2.0 　　　　　　 　　　　4.2～4.2

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化に伴う海上輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果＞
・地域産業の安定・発展に貢献
・航路航行の安全性の向上
・環境負担の軽減

4.2

EIRR
（％）

6.7

58 継続B/C

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

1,038 C:総費用(億円) 529 全体B/C 2.0 B-C 509

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・輸入石炭を扱う既存施設の能力不足の解消及び船舶の大型化（不足する岸壁および航路・泊地水深）への対応が求められている

＜達成すべき目標＞
①既存施設の能力不足（岸壁水深及び岸壁数、背後用地）の解消
②船舶の大型化へ対応し、物流の効率化を図る

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化。
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

便益の主な根
拠

輸送コストの削減
（平成29年予測取扱貨物量：石炭 350万トン／年、珪砂 9万トン／年）

総事業費（億
円）

305 残事業費（億円） 47

実施箇所 山口県周南市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要性が生じた事業

主な事業の諸
元

岸壁(水深14m)、航路・泊地(水深14m)、臨海道路、ふ頭用地、荷役機械

事業期間 事業採択 昭和63年度 完了 平成28年度

事業名
（箇所名）

国際物流ターミナル整備事業
（徳山下松港徳山地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

中国地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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航路・泊地
(-14m)

岸壁(-14m)
280m

埠頭用地
9.2ha

臨港道路
1,080m

荷役機械
1基

事業箇所

広島県

岡山県

鳥取県

島根県

山口県

徳山下松港 徳山地区 国際物流ターミナル整備事業

徳山下松港

徳山地区

下松地区 光地区

新南陽地区

事業箇所
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実施箇所 山口県長門市

防波堤（北）　1,200m、防波堤（西）　400m

平成31年度

総事業費
（億円）

該当基準 再評価実施後一定期間（3年間）が経過している事業

事業名
（箇所名）

防波堤整備事業（油谷港唐崎地区）
担当課 港湾局計画課 事業

主体
中国地方整備局

担当課長名 菊地　身智雄

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・油谷港周辺海域には、荒天時において船舶が安全に避難できる静穏水域が少なく、船舶航行の安全性及び信頼性に支障をきたしている。
・油谷港沖を航行する船舶は多く、100GT～3,000GTの内航船だけでも年間約3万隻の船舶が航行している。
・これらの船舶が荒天時に安全に避難できる静穏水域が不足しており、避難水域の確保が必要となっている。

＜達成すべき目標＞
・荒天時において、航行船舶の避難に必要な水域を確保し、船舶の航行安全性及び信頼性の向上に寄与する。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化。
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

76 残事業費（億円）

事業期間 事業採択 平成2年度

38

完了

主な事業の進捗の見
込み

早期に船舶の避泊に必要な水域を確保するため、整備の進捗に応じた段階供用を行いつつ、事業を推進する。

主な事業の進捗状況

主な事業の諸元

便益の主な
根拠

・海難減少に伴う損失の回避（平成32年度予測避難隻数5隻）
・荒天回数13.7回/年

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

31 継続B/C 82.5残事業の投資効率性
C:総費用

(億円)

EIRR
（％）

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
対応方針（原案）どおり、「事業継続」は妥当

その他

コスト縮減や代替案
立案等の可能性

防波堤（西）の残事業整備に先立ち、最新の波浪データ等を用い、設計断面の再検討を行った結果、断面の縮小化が可能となった。

対応方針 継続

対応方針理由 十分な事業の投資効果が確認されたため。

16.8

B:総便益
(億円)

2,529

B-C全体B/C 2,437
B:総便益

(億円)
2,529 27.6

C:総費用
(億円)

92

第1期事業：総事業費53億円、既投資額37億円（全体事業：総事業費76億円、既投資額37億円）
平成25年度末現在　第1期事業：事業進捗率70%（全体事業：49％）

社会経済情勢等の変
化

油谷港周辺海域における海難事故発生件数は、近年ほぼ横ばいで推移しており、荒天時における油谷港への避難の要請は高い。

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　　残事業のB/C
需　　 要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　 　24.9　～　30.4　　　　　　　　　74.3　～　90.8
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　　　　　 26.7　～　28.6　　　 　　　　 　75.0　～　91.7
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　 　　　 　26.8　～　28.5　　　　　　　　　81.3　～　83.6

事業の効果等

当該事業を実施することにより、船舶の避難に必要な静穏水域が確保でき、海難事故等の損失の回避が図られる。
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江島

手長島
泊埼

油谷港 唐崎地区 防波堤整備事業

油谷港
徳
山
下
松
港

国際拠点港湾
重要港湾
避難港

凡 例

三
田
尻

中
関
港

宇
部
港

唐津港
伊万里港

博多港
北九州港

苅田港

中津港

別府港
大分港

津久見港

小
野
田
港

岩
国
港

広
島
港 呉

港

尾
道
糸
崎
港

福
山
港

水
島
港

岡
山
港宇

野
港

姫
路
港

東
播
磨
港

三隅港
浜田港

境港 鳥取港

宇和島港
須崎港

高知港

松山港

今治港

東予港

新居浜港

三島川之江港

坂出港
高松港

徳島小松島港

橘港

下関港

七類港

大島港

西郷港

郷ノ浦港

厳原港

佐世保港

三池港

田後港
柴山港

油谷港

【全体事業：５隻】【第１期事業：２隻】
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事業名
（箇所名）

複合一貫輸送ターミナル整備事業
（徳島小松島港　沖洲（外）地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

四国地方整備局
担当課長名 菊池　身智雄

実施箇所 徳島県徳島市

該当基準 事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深8.5m）、航路泊地（水深8.5m）、泊地（水深8.5m）、防波提等

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・徳島小松島港において、係留施設の水深不足により増大する貨物需要及び船舶の大型化に対応できず、非効率な輸送形態を強いられている。
・大規模地震発生時において、海上からの緊急物資等の輸送を確保することによって、地域の生活や産業活動の維持を図る必要がある。

＜達成すべき目標＞
・複合一貫輸送ターミナルを整備することにより、船舶の大型化に対応することで輸送効率化を図り、合わせて耐震機能を備えた岸壁の整備により
大規模地震時、海上からの緊急物資等の輸送を確保する。
①船舶大型化への対応
②貨物輸送の効率化
③震災時における緊急物資等の輸送の確保

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

事業期間 事業採択 平成21年度 完了 平成29年度

総事業費（億
円）

141 残事業費（億円） 41

8.0

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成30年度予測取扱貨物量：167.5万トン/年）
震災時における輸送コストの削減
（想定被災人口：6千人）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

254 C:総費用(億円) 138 全体B/C 1.8 B-C 116
EIRR
（％）

6.7

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　1.7　 ～　2.0　　　　　　　　　6.0　～　7.4
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　1.8　 ～　1.9　　　　　　　　　6.1  ～　7.4
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　1.8　 ～　1.8　　　　　　　　　6.7  ～　6.7

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②大規模地震発生時おいて物流機能が確保され、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・地域の安全・安心の確保と地域生活、産業活動の維持
・排出ガスの減少

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

256 C:総費用(億円) 38 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費141億円、既投資額100億円
平成25年度末現在　事業進捗率71％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

地盤改良範囲、床掘範囲について、断面を見直し。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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徳島小松島港沖洲（外）地区複合一貫輸送ターミナル整備事業

位置図

防波堤

徳島小松島港

沖洲（外）地区

航路・泊地
(-8.5m)

沖洲（外）地区
ふ頭用地

津田地区

泊地(-8.5m)

岸壁（-8.5m）
（耐震）

津田地区
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事業名
（箇所名）

国際物流ターミナル整備事業
（高知港　三里地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

四国地方整備局
担当課長名 菊池　身智雄

実施箇所 高知県高知市

該当基準 再評価実施後一定期間（3年間）が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深12m）2バース、岸壁（水深11m）（耐震）、岸壁（水深8m）、防波堤、護岸（防波）、航路泊地（水深12m）、泊地（-8m）等

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・本港は高知県経済を支える国際物流、交流拠点へと発展することが期待されており、貨物の増大、多様化、船舶の大型化への対応が急務であ
る。
・大規模地震発生時における、海上からの緊急物資等の輸送を確保することによって、地域の生活や産業活動の維持を図る必要がある。

＜達成すべき目標＞
・国際物流ターミナルを整備することにより、船舶の大型化および貨物需要の増大に対応することで輸送効率化を図り、合わせて耐震機能を備え
た岸壁の整備により大規模地震時の海上からの緊急物資等の輸送を確保する。
①船舶大型化への対応
②貨物輸送の効率化
③震災時における緊急物資等の輸送の確保

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

事業期間 事業採択 昭和57年度 完了 平成29年度

総事業費（億
円）

1,263 残事業費（億円） 55

6.3

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成30年予測取扱貨物量：コンテナ：1.1万TEU/年、バルク：118万トン/年）
交通事故の削減
（平成30年予測交通量：2,125台/日）
海難の減少
（平成30年避泊可能隻数：6隻）
浸水防護
（平成30年度浸水床軽減面積：16万㎡）
震災時における輸送コストの削減
（想定被災人口：10千人）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

4,144 C:総費用(億円) 2,226 全体B/C 1.9 B-C 1,919
EIRR
（％）

14.9

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　1.7　 ～　2.0　　　　　　　　13.4　～　16.4
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　1.9　 ～　1.9　　　　　　　　13.6  ～　16.6
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　1.9　 ～　1.9　　　　　　　　14.9  ～　14.9

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②周辺道路交通の分散・円滑化により、交通事故減少が図られる。
③港内の静穏度が向上し、荒天時における港内での船舶の避泊が可能となり、海難事故による損失回避が図られる。
④津波の被害から人命や財産を守り、地域住民の安全で安心な生活が確保される。
⑤大規模地震時において物流機能が確保され、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・物流機能の効率化・高度化、国際競争力の強化
・地域の安全・安心の確保と地域生活、産業活動の維持
・交流機会の増加
・排出ガスの減少

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

699 C:総費用(億円) 47 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費1,263億円、既投資額1,208億円
平成25年度末現在　事業進捗率96％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

防波堤において、設計沖波を見直し、信頼性設計法（期待滑動量）を採用。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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高知港 三里地区 国際物流ターミナル整備事業
位置図

高知港

埠埠頭用地

岸壁(-8m)

岸壁(-11m)
耐震泊地(-8m)

三里地区護岸(防波)

岸壁(-12m)

航路泊地
( 12 )(-12m)

防波堤(東第一)

防波堤(南)
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事業名
（箇所名）

防波提整備事業
（宿毛湾港　池島地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

四国地方整備局
担当課長名 菊池　身智雄

実施箇所 高知県宿毛市

該当基準 事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

主な事業の
諸元

防波堤

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・港内静穏度の不足から非効率な輸送形態を強いられており、また、既設係留施設への船舶の離着岸に支障を来している。

＜達成すべき目標＞
・港内の静穏度を確保することで、港湾利用時の安全で効率的な物流を実現し、地域の振興に寄与する。
①輸送コストの削減

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上輸送基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

事業期間 事業採択 平成21年度 完了 平成28年度

総事業費（億
円）

80 残事業費（億円） 30

5.5

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
（平成29年度予測取扱貨物量：9万トン）
浸水防護
（平成29年度浸水軽減面積：11.3万㎡）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

100 C:総費用(億円) 77 全体B/C 1.3 B-C 23
EIRR
（％）

3.2

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　（－10％ ～ ＋10％）　　　　　1.2　 ～　1.4　　　　　　　　　2.9　～　3.5
建 設 費　（＋10％ ～ －10％）　　 　　　1.2　 ～　1.4　　　　　　　　　2.9  ～　3.5
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　1.3　 ～　1.3　　　　　　　　　3.2  ～　3.2

事業の効果
等

当該事業を実施することにより
①港内静穏度の向上により物流機能が効率化され、輸送コストの削減が図られる。
②高潮の被害から財産を守り、地域住民の安全で安心な生活が確保される。

〈貨幣価値が困難な効果等による評価〉
・雇用・所得の増大等
・交流機会の増加
・排出ガスの減少

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

87 C:総費用(億円) 27 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費80億円、既投資額41億円
平成25年度末現在　事業進捗率62％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他
＜第三者委員会の意見・反映内容＞
「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」である。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

浚渫により発生する軟岩の流用や、大型作業船の効率的な利用

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。
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宿毛湾港池島地区 防波堤整備事業

池島地区

片島地区

丸島地区
新田地区

大島地区
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その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・関門航路の浚渫土砂を有効活用した事業である「水質・底質の改善事業（瀬戸内海 周防灘地区）」を編入
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

浚渫土砂を有効利用することでコスト縮減を図る。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし。

主な事業の
進捗状況

総事業費2,793億円、既投資額1,542億円
平成25年度末現在　事業進捗率55％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成40年代後半の完了を予定している。

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①大型船舶（コンテナ船、貨物船）の輸送に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②通航船舶の整流化により、船舶の衝突・乗上による事故が減少し、航行環境の改善が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業の進出等による生産拡大、雇用創出
・排出ガスの減少
・地域の安全・安心の確保と地域生活・産業活動の維持
・航行船舶の安全性向上
・物流機能の効率化
・海域環境の改善

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

4,300 C:総費用(億円) 1,003 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　  1.3 ～ 1.6　　　　　　　　　　 4.2 ～ 4.4
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　  　1.4 ～ 1.5　　　　　　　　　　 3.9 ～ 4.8
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　  1.4 ～ 1.5　　　　　　　   　　4.2 ～ 4.4

1,405 EIRR(％)

4.3

1.5 5.4

便益の主な
根拠

・輸送コストの削減
・海難事故の減少
（平成47度予測通航船舶隻数：35万隻／年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・東アジア等に対し海上交通の要所となる関門航路の水深不足により、迂回等の海上輸送が強いられており、輸送の効率化を図る必要がある。
・狭隘で屈曲した地形に航路があることから海上交通の難所であり、航路拡幅・拡張による航行環境の改善を図る必要がある。

＜達成すべき目標＞
開発保全航路を整備することにより、航路増深による輸送の効率化と航路拡幅・拡張により、通航船舶の安全性の向上を図る。
①大型船舶（コンテナ船、貨物船）の輸送の効率化
②航路拡幅・拡張による通航船舶の安全性の向上

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

＜その他＞
・航路整備に伴い発生した良質な浚渫砂を覆砂に活用することで、海域環境の改善を図る。

B:総便益
(億円)

4,441 C:総費用(億円) 3,037 全体B/C B-C

総事業費(億
円)

2,793

実施箇所 山口県、福岡県

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

航路(水深14m)

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成46年度

残事業費(億円) 1,251

事業名
(箇所名)

開発保全航路整備事業
（関門航路）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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関門航路開発保全航路整備事業

開発保全航路
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岸壁(水深13m)、航路(水深13m)、航路泊地(水深13m)、防波堤等

事業名
(箇所名)

国際物流ターミナル整備事業
(苅田港　本港地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 福岡県京都郡苅田町

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・大型船舶に対応できる係留施設が不足しており、非効率な輸送が強いられている。

＜達成すべき目標＞
国際物流ターミナルを整備することにより、船舶の大型化に対応し物流機能の高度化、効率化を促進し輸送コストの削減を図る。
①貨物輸送の高度化、効率化

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、地域経済の活性化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成4年度 完了 平成34年度

総事業費(億
円)

652 残事業費(億円) 254

4.5

便益の主な
根拠

輸送コストの削減
(平成28年予測取扱貨物量：(石炭)103.2万トン/年、その他鉄鉱石等23.3万トン／年)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

86 EIRR(％)862 C:総費用(億円) 776 全体B/C 1.1 B-C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　 1.0 ～ 1.2　　　　　　　　　　 1.9 ～ 2.3
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　   1.1 ～ 1.1　　　　　　　　　　 1.9 ～ 2.4
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　 1.1 ～ 1.1　　　　　　　　　　 2.1 ～ 2.2

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化に対応し、物流機能の高度化、効率化が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業(公共性の高いセメント工場、国民生活に関連する石炭火力発電所)の生産性向上
・船舶大型化に伴う航行船舶数の減少による安全性向上
・排出ガスの減少

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

455 C:総費用(億円) 214 継続B/C 2.1

社会経済情
勢等の変化

中国国内需要の急増を受け、中国から日本への石炭輸入が減少したが、世界第2位（第1位は豪州）の石炭輸出国であるインドネシアからの輸入が増加し
ている。石炭火力発電所は国民生活や地域産業を支える基幹発電所となっている。

主な事業の
進捗状況

総事業費652億円、既投資額398億円
平成25年度末現在　事業進捗率 約61％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代半ばの完了を予定している。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

新技術(L型消波防波堤)の開発・採用を行いコストの縮減を行った。
本プロジェクトの主たる施設となる岸壁及び航路泊地は暫定供用しており、代替案立案の可能性は無い。また、残事業は、投資効果を高めるため
に必要不可欠となる航路増深等の整備である。

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。
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その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

ケーソン陸上製作吊卸し方式の採用によるコスト縮減を行った。

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。

社会経済情
勢等の変化

特になし。

主な事業の
進捗状況

総事業費176億円、既投資額123億円
平成25年度末現在　事業進捗率70％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している。

事業の効果
等

本プロジェクトを実施することにより、
①係留施設の不足及び水深の不足に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
③周辺道路交通の分散・円滑化により、交通混雑緩和、交通事故減少、沿道環境の改善が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業の進出等による生産拡大、雇用創出
・排出ガスの減少
・航行・係留船舶の安全性向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

266 C:総費用(億円) 55 継続B/C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　  1.2 ～ 1.4　　　　　　　　　　  4.6 ～ 5.1
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　  　1.3 ～ 1.3　　　　　　　　　　  4.4 ～ 5.4
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　  1.3 ～ 1.3 　　　　　　　　　   4.8 ～ 4.9

59 EIRR(％)

4.8

1.3 5.2

便益の主な
根拠

・輸送コストの削減 （平成28 年予測取扱貨物量：(コンテナ)0.6 万TEU/年）
・滞船コストの削減 （平成26 年予測取扱貨物量：(船腹コンテナ)0.6 万TEU/年、(輸出入コンテナ)0.4 万TEU/年）
・荷役の効率化 （平成26 年予測取扱貨物量：(船腹コンテナ)4.2 万TEU/年、(輸出入コンテナ)3.3 万TEU/年）
・輸送時間削減、輸送時間費用削減、事故損失額削減（平成32 年予測交通量： 0.5 万台/日）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・伊万里港背後地域から発するコンテナについて、係留施設の不足及び水深の不足により非効率な輸送形態を強いられている。
・伊万里港のコンテナターミナル、七ツ島工業団地を利用する港湾関係車両は現況道路1 本のみでの輸送形態となっているため、周辺では慢性的
な渋滞が発生しており、貨物輸送の定時制確保等が困難となり、非効率な輸送形態を強いられている。

＜達成すべき目標＞
国際物流ターミナルを整備することにより、係留施設の不足及び水深の不足が解消され、利用企業による船舶の大型化等により輸送効率化及び
港湾関連交通の円滑化が図られる。
①貨物輸送の効率化
②船舶大型化への対応

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

B:総便益
(億円)

266 C:総費用(億円) 207 全体B/C B-C

総事業費(億
円)

176

実施箇所 佐賀県伊万里市

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深13m）、航路泊地（水深13m）、ふ頭用地、荷役機械、臨港道路

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成31年度

残事業費(億円) 53

事業名
(箇所名)

国際物流ターミナル整備事業
（伊万里港 七ツ島地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄
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伊万里港 七ツ島地区
国際物流ターミナル整備事業

航路泊地（－１３ｍ）

岸壁（－１３ｍ）
ふ頭用地
荷役機械

臨港道路
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残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

258 C:総費用(億円) 54 継続B/C

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需 要 ( 10％ ＋10％) 2 4 2 9 4 3 5 2

457 EIRR(％)

4.8

2.7 12.1

便益の主な
根拠

輸送コストの削減(陸上)
(平成23年実績取扱貨物量(須崎ふ頭地区のみ)：(穀物)100万トン/年)
輸送コストの削減(海上)
(平成28年予測取扱貨物量(須崎ふ頭地区及び箱崎ふ頭地区)：(穀物)128万トン/年)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・岸壁は供用開始後40年以上経過しており、老朽化のため利用制限区域が設けられ、施設利用に支障を来している。
・施設の水深不足により、非効率な輸送形態を強いられている。

＜達成すべき目標＞
　国際物流ターミナルを整備することにより、効率的な輸送ネットワークを維持し、併せて船舶の大型化に対応することで輸送の効率化を図る。
①陸上輸送コスト削減
②海上輸送コスト削減

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化。
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

B:総便益
(億円)

731 C:総費用(億円) 275 全体B/C B-C

総事業費(億
円)

252

実施箇所 福岡県福岡市

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の
諸元

岸壁(水深12m)(改良)、泊地(水深12m)、航路(水深12m)

事業期間 事業採択 平成15年度 完了 平成27年度

残事業費(億円) 52

事業名
(箇所名)

国際物流ターミナル整備事業
(博多港　須崎ふ頭地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

浚渫土砂の処分方法（汚濁防止幕の設置方法等）の変更によりコスト縮減に取り組む。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費252億円、既投資額200億円
平成25年度末現在　事業進捗率79％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

事業の効果
等

本プロジェクトを実施することにより、
①効率的な輸送ネットワークが維持され、陸上輸送コストの削減が図られる。
②船舶の大型化に対応し、海上輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・物流機能の効率化・高度化、競争力の強化
・航行船舶の安全性向上
・排出ガスの減少

感度分析
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　  2.4 ～ 2.9　　　　　　　　　　 4.3 ～ 5.2
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　  　2.6 ～ 2.7　　　　　　　　　　 4.3 ～ 5.3
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　  　　－　　　　　　　　　　　　 　　　－
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博多港 須崎ふ頭地区 国際物流ターミナル整備事業
位置図
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菊地　身智雄

岸壁(水深7.5m)、航路(水深7.5m)、泊地(水深7.5m)、防波堤(南)、ふ頭用地、臨港道路、荷役機械、上屋

事業名
(箇所名)

国内物流ターミナル整備事業
(熊本港　夢咲島地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名

実施箇所 熊本県熊本市

該当基準 再評価実施後一定期間(3年間)が経過している事業

主な事業の諸
元

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・熊本港（夢咲島地区）の荷主においては、港内静穏度不足により、非効率な輸送形態を強いられている。

＜達成すべき目標＞
船舶の安全な航行を確保するとともに、熊本港背後圏の荷主が現在他港を利用している貨物について、物流ターミナルを整備することにより陸上
輸送コストの削減・効率化を図る。
①船舶の安全な航行を確保する
②貨物輸送の効率化を図る

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成元年度 完了 平成30年度

総事業費(億円) 236 残事業費(億円) 13

4.4

便益の主な根
拠

輸送コストの削減
(平成31年  予測コンテナ取扱貨物量(実入り))：2.9万TEU
(平成25年　コンテナ取扱貨物量(実入り))：1.0万TEU
輸送コストの削減
(平成31年　予測一般取扱貨物量：(ガラス製品：リサイクル)2.0万トン/年)

事業全体の投
資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

46 EIRR(％)450 C:総費用(億円) 403 全体B/C 1.1 B-C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　   1.0 ～ 1.2　　　　　　　　     1.1 ～ 1.3
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　  　 1.1 ～ 1.1　　　　　　　　     1.1 ～ 1.3
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　   1.1 ～ 1.1　　　　　   　　    1.2 ～ 1.2

事業の効果等

当該事業を実施することにより、
①コンテナ需要に対応し、物流機能の効率化が図られる。
②荷役作業の安全性と効率性が確保される。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業の進出等による生産拡大、雇用創出
・排出ガスの減少

残事業の投資
効率性

B:総便益
(億円)

44 C:総費用(億円) 37 継続B/C 1.2

社会経済情勢
等の変化

平成24年10月に荷役機械（ガントリークレン）が設置され、平成24年12月よりコンテナ航路が週２便化となった。

主な事業の進
捗状況

総事業費236億円、既投資額223億円
平成25年度末現在　事業進捗率94％

主な事業の進
捗の見込み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針（原案）どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や代
替案立案等の
可能性

・コスト縮減は、前回評価時の項目と同じ（短杭式から長杭式へ）。

対応方針 継続

対応方針理由 効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。
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熊本港 夢咲島地区 国内物流ターミナル整備事業
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岸壁（水深12m）（改良）、岸壁（水深10m）（改良）、岸壁（水深7.5m）（改良）（耐震）、臨港道路、ふ頭用地

事業名
(箇所名)

ターミナル再編事業
（長崎港　小ヶ倉柳地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

主な事業の
諸元

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 長崎県長崎市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・当該施設は、建設後40年以上が経過しており、老朽度調査においてはこのまま使用し続けることが難しいことを示すＡ判定となっている。
・施設利用者のニーズに対しふ頭用地が狭隘で、余計な港内はしけ輸送を強いられるなど、効率的な貨物の取り扱いができない状況となってい
る。

＜達成すべき目標＞
ターミナル再編を行うことにより、老朽化した施設の機能継続を図るとともに、ふ頭用地を拡張整備することで輸送効率化を図る。また、耐震岸壁を
整備することで震災時等における緊急物資輸送等への対応を図る。
①事業活動の継続
②貨物輸送の効率化
③被災時等における緊急物資輸送等への対応

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成19年度 完了 平成31年度

総事業費(億
円)

125 残事業費(億円) 14

4.8

便益の主な
根拠

・輸送コストの削減
（平成32年予測取扱貨物量：(コンテナ貨物)9,084TEU、(バルク貨物)33.3万トン）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

30 EIRR(％)173 C:総費用(億円) 143 全体B/C 1.2 B-C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　     　　　残事業のB/C
需　　 要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　  1.1 ～ 1.3　　　　　　　　　　　　 3.4 ～ 4.1
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　　　  　  1.2 ～ 1.2　　　　　　　　　　 　　3.4 ～ 4.2
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　 1.2 ～ 1.2   　　　　　　　     　　3.7 ～ 3.8

事業の効果
等

本プロジェクトを実施することにより、
①老朽化した施設が改良整備されることにより、引き続き港湾貨物取り扱い機能が存続する。
②ふ頭用地が拡張整備されることにより港内はしけ輸送等の非効率な輸送形態が解消され、輸送コストの削減が図られる。
③岸壁(水深7.5m)が、耐震岸壁として整備されることにより、震災時等の緊急物資輸送等への対応が可能となる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・事業活動の継続
・排出ガスの削減

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

109 C:総費用(億円) 28 継続B/C 3.9

社会経済情
勢等の変化

既存岸壁の空洞箇所を確認し、その拡大防止対策の必要性

主な事業の
進捗状況

総事業費125億円、既投資額112億円
平成25年度末現在　事業進捗率89％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成30年代前半の完了を予定している。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

・施工方法等の検討から、着実なコスト縮減を考慮した設計を行う。
・地盤改良材に鉄鋼スラグを採用

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。

91



長崎港小ヶ倉柳地区 ターミナル再編事業

小ヶ倉柳地区

長崎港
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事業名
(箇所名)

国際物流ターミナル整備事業
(下関港 新港地区)

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 山口県下関市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主な事業の
諸元

岸壁（水深12m）、泊地（水深12m）、護岸（防波）、防波堤、橋梁・道路、ふ頭用地、荷役機械　等

目的・必要性

<解決すべき課題・背景>
　現在の下関港は、背後用地の不足や船舶航行上の支障等様々な課題を抱えているが、関門海峡沿いでの機能の拡充は、関門航路を航行する
船舶の安全を維持する上でも限界がある。
 
＜達成すべき目標＞
　このため、本プロジェクトでは、将来の貨物需要にも対応できる国際物流ターミナルを新港地区に整備し、安全かつ効率的な物流体系を構築し、
輸送コストの削減を図ることを目的としている。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する。

事業期間 事業採択 平成3年度 完了 平成29年度

総事業費(億
円)

241 残事業費(億円) 8

4.7

便益の主な
根拠

・輸送コスト削減
（平成35年度予測取扱貨物量：（コンテナ貨物）3.5万TEU／年、（バルク貨物）1.8万トン／年）

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

404 C:総費用(億円) 333 全体B/C 1.2 B-C 71 EIRR(％)

7.3

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業全体のB/C　　　　　　　残事業のB/C
需　　　要　(－10％ ～ ＋10％)　　　　  　  1.1 ～ 1.3　　　　　　　　　　 7.1 ～ 7.5
建 設 費　(＋10％ ～ －10％)　　 　　　  　1.2 ～ 1.2　　　　　　　　　　 6.6 ～ 8.1
建設期間　(＋10％ ～ －10％)　  　　　　  　　－　　　　   　　　 　　　　　　 －

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①船舶の大型化等に対応し、輸送コストの削減が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・企業の進出等による生産拡大、雇用創出
・排出ガスの減少
・地域の安全・安心の確保と地域生活・産業活動の維持

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

111 C:総費用(億円) 15 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

・強大化傾向にある爆弾低気圧や台風に備える被災対策の必要性
・岬之町コンテナターミナルの新港地区への機能移転について、今後5年以内（平成29年度まで）と市において計画された。

主な事業の
進捗状況

総事業費241億円、既投資額234億円
平成25年度末現在　事業進捗率97％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

ケーソンの中詰材を砂から銅水砕スラグを採用することによる堤体のスリム化

対応方針 継続

対応方針理
由

効率的な事業の実施を図ることによって充分な事業の投資効果があると判断されるため。
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山口県

九州

道路

橋梁

作業基地 埠頭用地 岸壁(-12m)

荷役機械

防波堤(南)

泊地(-12m)

護岸(防波)

平成25年9月17日撮影

下関港(新港地区）
国際物流ターミナル

凡 例

整備中箇所

整備完了箇所
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臨港道路

事業名
(箇所名)

臨港道路整備事業
（中津港　田尻地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

九州地方整備局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 大分県中津市

該当基準 社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

主な事業の
諸元

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・従来、臨港道路２号線を輸送ルートとしているが、港と背後の広域道路網とを直接結ぶ道路が無いため、非効率な物資輸送を余儀なくされてい
る。
・また、臨港道路２号線は県道中津高田線と接続しているため、港湾関連大型車の通行による渋滞、沿道環境の改善が課題となっている。

＜達成すべき目標＞
臨港道路を整備することにより、港湾関連交通の円滑化を図る。
①貨物輸送の効率化

＜政策体系上の位置づけ＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成20年度 完了 平成26年度

総事業費(億
円)

55 残事業費(億円) 14

7.6

便益の主な
根拠

走行時間の短縮
(平成26年予測交通量：0.9万台/日)
走行経費の減少
(平成26年予測交通量：0.9万台/日)
事故損失の減少
(平成26年予測交通量：0.9万台/日)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

43 EIRR(％)99 C:総費用(億円) 56 全体B/C 1.8 B-C

感度分析

　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　事業全体のB/C　  　　　　残事業のB/C
需　　要　（－10％ ～ ＋10％）  　　　　  　 　1.6 ～ 1.9　　　　       　　　6.0 ～ 7.2
建 設 費　（＋10％ ～ －10％） 　　 　　　  　1.7 ～ 1.8　　　　　　       　6.0 ～ 7.4
建設期間　（＋10％ ～ －10％）　  　　　　 　      -　　　　　　   　              -

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、
①港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
②周辺道路交通の分散・円滑化により、交通混雑緩和・交通事故減少・沿道環境の改善が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・広域的な経済活性化
・環境負荷の軽減
・生活利便性の向上

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

99 C:総費用(億円) 15 継続B/C 6.6

社会経済情
勢等の変化

軟弱地盤改良対策工の追加

主な事業の
進捗状況

総事業費55億円、既投資額41億円
平成25年度末現在　事業進捗率75％

主な事業の
進捗の見込
み

事業が順調に進んだ場合には、平成20年代後半の完了を予定している。

その他

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
・対応方針(原案)どおり、「事業継続」で了承。

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

効率的な工事の実施及び工期短縮を目指す。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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中津港 田尻地区 臨港道路整備事業
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事業名
（箇所名）

臨港道路整備事業
（那覇港　浦添ふ頭地区）

担当課 港湾局計画課 事業
主体

沖縄総合事務局
担当課長名 菊地　身智雄

実施箇所 沖縄県浦添市

該当基準 再評価実施後３年間が経過している事業

主な事業の
諸元

臨港道路、緑地、都市機能用地

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
・那覇港から中北部方面の貨物輸送のルートとして、混雑度の高い国道58号（安謝～牧港区間）を通過せざるを得ない状況であるため、港湾関連
車両の流動に支障を来している。

＜達成すべき目標＞
臨港道路を整備することにより、港湾関連交通の円滑化、港湾物流の効率化を図る。
①貨物輸送の効率化
　
＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化
・施策目標：海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保を推進する

事業期間 事業採択 平成17年度 完了 平成26年度

総事業費（億
円）

210 残事業費（億円） 43

9.8

便益の主な
根拠

輸送コスト削減
（平成42年予測交通量：32,100台/日)

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成25年度

B:総便益
(億円)

669 C:総費用(億円) 217 全体B/C 3.1 B-C 452
EIRR
（％）

13.9

感度分析

                                                   事業全体のB/C　　　　 　　　残事業のB/C
  需 　 要    (-10%～+10%)　　 　　　　　 2.8 ～ 3.4 　　　　　　　　　　12.5 ～ 15.2
  建 設 費   (+10%～-10%)　　 　　　　　 3.0 ～ 3.1 　　　　　　　　　　12.8 ～ 15.1
  建設期間  (+10%～-10%)　　　　　　　　3.1 ～ 3.1 　　　　　　　　　　13.9 ～ 13.9

事業の効果
等

当該事業を実施することにより、港湾物流の円滑化に対応し、輸送コストの削減が図られる。
周辺道路の混雑緩和が図られる。

＜貨幣換算が困難な効果等による評価＞
・港湾貨物の輸送の効率化により、CO2及びNOX等の排出量が軽減される。

残事業の投
資効率性

B:総便益
(億円)

669 C:総費用(億円) 48 継続B/C

社会経済情
勢等の変化

特になし

主な事業の
進捗状況

総事業費210億円、既投資額166億円
平成25年度末現在　事業進捗率79%

主な事業の
進捗の見込
み

平成26年度に完成予定

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
 対応方針（原案）に対して審議を行った結果、「事業を継続」で了承された。

その他

コスト縮減や
代替案立案
等の可能性

橋梁取付区間の一部埋立に港内浚渫土を活用する等、積極的に流用材を活用しコスト縮減を図る。
代替案の可能性は特になし。

対応方針 継続

対応方針理
由

充分な事業の投資効果及び進捗の目途が確認されたため。
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那覇港 那覇港浦添ふ頭地区臨港道路整備事業

臨港道路(浦添線) L=2,500m

緑 地 都市機能用地
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